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（図表1）　法人税の改正の概要（法令の改正）

ⅰ　法人税法64条の2に規定するリース取引（会計上のファイナンス・リースに相当する）以外の取引を
「賃貸借取引」（会計上のオペレーティング・リースに相当する）とする新たな規定を設け（法法53①）、
従前のオペレーティング・リースの借手の取扱いを維持

ⅱ　収益認識会計基準との整合性を図るべく、旧リース会計基準で貸手のファイナンス・リースの会計
処理の第2法が廃止されたことに伴い、リース譲渡に係る収益および費用の帰属事業年度の規定（旧
法法63）が廃止され、リース譲渡に係る延払基準の方法による経理を行った場合の取扱い（旧法法63
①）、およびリース譲渡の特例（旧法法63②）を、経過措置を設けたうえで廃止

ⅲ　新リース会計基準における、借手の使用権資産の残存価額の見直しに伴い、償却限度額を算定す
るリース資産の取得価額は残価保証額を控除せず、１円（備忘価額）まで償却を認める（法令48の2①、
④、61①）

ⅳ　所有権移転外リース取引の判定の要件の１つである割安購入選択権について、当該権利行使が確
実であると見込まれることを追加（法令48の2⑤五）

ⅴ　償却費として損金経理をした金額の範囲に、リース資産につきその賃借人が賃借するために支出
した費用として損金経理をした金額を加える（改正前は賃借料として損金経理をした金額のみ）（法令
131の2③）
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